
                                             2004 年 8 月 30 日 

 緊急提言「民営化の意義を踏まえた郵政改革を」 

 

                          社団法人関西経済同友会 

  郵政改革委員会 

 

小泉構造改革の本丸とされる郵政民営化が大詰めを迎えようとしている。経済財政

諮問会議では、今月内にも最終報告をとりまとめるべく議論を進めており、小泉内閣

は９月中にも政府案をまとめる方針と伝えられている。しかしながら、8 月 6 日に発

表された「民営化基本方針の骨子」やその後の報道等を見ると、民営化そのものが目

的化しようとしており、民営化の意義を踏まえた改革案がとりまとめられるのか、非

常に懸念される。官業ゆえの特典を廃しイコールフッティングを実現、市場原理・競

争メカニズムの導入によって資金の流れを官から民へ変え、国民全体の利益を実現す

ることが、郵政民営化の究極の目的である。 

そこで、関西経済同友会 郵政改革委員会は、改めて原点に立ち返って、今なぜ民

営化が必要なのかについてその意義を再確認するとともに、郵政民営化の意義を踏ま

えた抜本的改革を提言する。 

 

１．郵政民営化の意義 

郵政民営化は、単に公営事業の改革といった枠組みを超え、国民生活のあり方、金

融資本市場の効率化、民主導経済の実現等、経済社会システム全般にかかわる壮大な

改革である。郵政民営化の意義として、次の３点を指摘することができる。 

 

第１は、資金の流れを「官から民に」にシフトさせ、金融資本市場の効率化、経済

の活性化を促進することである。 

現在、郵貯 230 兆円、簡保 120 兆円を合わせると 350 兆円に上り、個人金融資産の

４分の１を占めるまでに肥大化している。この資金は財投システムを通じて特殊法人

や政府系金融機関に流れ込むとともに、国債や地方債の引き受けに回され、民間への

資金還流が阻害されている。その一方で、公的事業の経営悪化に伴う不良債権の増大

や将来の金利上昇による国債等の含み損の発生等、巨額のリスクを抱えている。郵

貯・簡保を適正な規模で民営化することによって、この官による不透明で非効率な資

金の流れとその弊害を除去し、金融資本市場の強化・拡大を促進することができる。 

 

第２は、郵便局のネットワークを活用して新しいビジネスを展開することによって、

国民の利便性が高まることである。 

現在の郵便局は事業内容を厳しく制限されているが、民営化されれば経営の自由度

が拡大し、良質で多様なサービスを国民に提供するとともに、新たな収益機会を追求

することが可能となる。 

 

第３は、「見えない国民負担」を軽減することである。 

郵政事業は官業なるが故に税金や預金保険料を免除されているほか、財投預託の際



に優遇金利が適用されており、こうした特典の合計は年間１兆円強に上ると試算され

ている。これらのコストは最終的には国民の負担につながるわけである。民営化して

税金等のコストを支払い、さらには経営効率化や新しいビジネスモデル構築によって

税金が増えれば、その分、国民負担が軽減されることになる。 

 

２．郵政民営化への提言のポイント 

上記の意義を踏まえた郵政民営化の実現を強く望む。その主なポイントは次の通り。 

 

(1)経営形態：民営化当初より郵便、郵貯、簡保の３事業を分離して、完全に別会

社とする。さらに、５年以内に、郵貯、簡保は完全民営化(政府出資ゼロ)とする。 

  

(2)郵貯・簡保： 

①民営化当初から新旧勘定に分離。 

既存の定額貯金・定期貯金、簡易保険は別勘定に分離し、期日まで政府保証を

付与する。 

新規預入、新規契約には政府保証を付与しない。郵貯・簡保の限度額を継続す

る。定額貯金は廃止する。 

新旧勘定の一括管理・運営は不可。 

②完全民営化までは、郵貯・簡保とも業務範囲（貸出業務、商品種類、限度額等）

の拡大を禁止する。 

③競争の促進、地域の活性化を図るため、郵貯の地域分割を行う。 

 

(3)窓口ネットワーク：窓口ネットワークを活用して、①国債、民間金融商品（投

信等）の販売、②行政サービスの代行、③物品の販売、等の新しいサービスを提

供する。 

 

 (4)ユニバーサルサービス：郵便には引き続きユニバーサルサービスを義務づける

が、郵貯・簡保には義務づけない。 

 

 (5)職員の身分：国家公務員の身分から離れ、民間会社と同様の処遇(雇用・報酬等)

とする。 

 

(6)納税義務等：民営化当初より官業ゆえの特典（納税や預金保険料の免除等）を

廃止する。 

 

(7)出口との一体的改革：特殊法人・政府系金融機関の改革と一体的に進める必要

がある。 

 

(8)新規事業：2007 年４月の民営化まで、日本郵政公社に新規事業を認めるべきで

はない。 
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